
尾張旭市監査公表第２８号 

令和６年１２月２５日付け尾張旭市監査公表第３０号をもって公表した定例監査結

果報告について、令和７年４月３日付け７公農第３１号で市長から措置を講じた旨の

通知がありましたので、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１４項

の規定により次のとおり公表します。 
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都市整備部公園農政課 

監 査 の 指 摘 事 項 措 置 状 況 

西大道町緑地において、市長から行政

財産目的外使用の許可（地方自治法（昭和

２２年法律第６７号。以下「法」という。）

第２３８条の４第７項に規定される許可

をいう。）を得ていない電話線の存在を確

認した。 

この点、行政財産とは、普通地方公共団

体において公用又は公共用に供し、又は

供することと決定した財産をいう（法第

２３８条第４項）ものとされているとこ

ろ、同課は、電話線設置者による行政財産

の目的外使用に気付かずにいたことにな

る。なお、行政財産は、その用途又は目的

を妨げない限度においてその使用を許可

することができるものとされており、許

可をするのであれば、適切な手続を漏れ

なく実施されたい。 

令和７年３月１８日付けで電話線設置

者から許可申請の提出を受け、同月２８

日付けで行政財産の目的外使用を許可し

た。 

なお、電話線設置者及び本課共に、許可

申請の必要な共架電線について認識誤り

があったため、共通認識を図った。 

法第２３１条により、市の歳入を収入

するときは、これを調定し、納入義務者に

対して納入の通知をしなければならな

い。しかしながら、公園用地の行政財産目

的外使用に係る使用料について、調定を

決議することなく、令和６年３月２９日

に納入の通知をしていた。 

また、本件については、令和６年１０月

１日時点でいまだ調定を決議しておら

ず、同課において今後速やかに調定を決

 指摘事項について、至急調定を決議し

た。 

今後は、歳入の会計年度所属区分につ

いて正しく理解し、歳入すべき年度に納

入通知を発するよう徹底する。 



議すべきであるが、許可期間が令和６年

４月１日から令和７年３月３１日までで

あることから、当該決議は市として使用

料を令和６年度の歳入と決定することに

なる一方で、納入の通知を令和５年度中

である令和６年３月２９日にした事実

は、随時の収入で、納入通知書を発するも

のの会計年度所属は、当該通知書を発し

た日の属する年度になる（地方自治法施

行令（昭和２２年政令第１６号）第１４２

条）ことに照らすと、歳入の会計年度所属

区分についての認識不足をうかがわせる

ものである。 

適時適切に調定を決議されたい。 

尾張旭市物品管理規則（平成２５年尾

張旭市規則第３号）第９条に規定する備

品ラベルに、所管課、品名及び取得年月日

は記載されていたものの、備品番号が記

載されていない備品が散見された。 

物品管理事務を適切に実施されたい。 

備品番号が記載されていないものにつ

いては、備品番号を記載した。 

今後は、尾張旭市物品管理規則を適切

に理解し、漏れのないように処理する。 

令和３年４月１日から、本市では、国・

県の法令等に基づかず、印鑑証明書等の

照合を行わない書類への押印については

原則廃止したものの、見積書については

引き続き押印を求めている。同課では、車

止め設置修繕及びネットフェンス修繕に

おいて、代表者印がない見積書を提出し

た者と契約を締結していた。 

市の方針に沿った事務処理を実施され

たい。 

今後は、尾張旭市入札者心得書を適切

に理解するとともに、見積書に代表者印

の押印があることの確認を徹底する。 

 

 


